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Ⅰ 障がい児保育のこれまでの経緯 

 

  福岡市児童福祉審議会（当時）は，昭和52年11月に，市から「心身障害

児の保育に関する対策について」の諮問を受け，昭和58年１月に「指定保

育所方式」を内容とする答申を行い，昭和58年４月から10か所の指定保育

所で障がい児保育事業が開始された。 

  その後，平成13年６月に，市から「心身障害児の保育に関する対策につ

いて」の諮問を受け，同年８月に答申を行い，これに基づき，平成14年４

月から，全保育所での障がい児保育事業が開始された。その内容は，次の

ようなものであった。 

 

 １ 対象児童 

   障がい児保育になじむと判断された児童を対象児童とする。 

 ２ 障がいの程度 

   集団保育が成り立たないほどの個別的な人員を要しない児童を対象と

し，常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要するものは，対象

児としない。 

３ 実施保育所 

   全保育所で障がい児保育を実施する。 

４ 入所の決定 

   障がい児保育指導委員会において障がいの程度を判定するとともに，

障がいの状況から集団保育が可能か否かを判定することとし，対象児の

入所については，これらの判定を尊重して福祉事務所長が総合的に判断

し，決定する。 

⇒ その後，平成25年度から，障がいの程度及び集団保育の可否につい

ても，障がい児保育指導委員会における意見を参考に，市が決定する

こととなった。 

 

Ⅱ 審議経緯 

 

  平成14年４月から実施されている現在の障がい児保育制度は，開始から

15年余の歳月が経過する中で，市内の保育所・認定こども園の約95％にお

いて障がい児保育が実施されるなどの成果が挙がっているところである

が，一方で，児童福祉法の改正などの社会情勢や障がい児と保護者を取り

巻く環境の変化などにより障がい児保育のニーズが高まるとともに，医療

的ケアを必要とする児童の保育の受け皿の確保など，新たな課題も生じて

いる。 
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  このような状況から，平成30年度に医療的ケア児に関する保育ニーズ調

査が実施されるとともに，市立保育所における医療的ケア児保育モデル事

業が開始されているところであり，これらを踏まえ，平成31年２月４日

に，市からこども・子育て審議会に対して「障がい児保育の今後のあり方

について」諮問がなされたところであり，同審議会内に設置された障がい

児保育検討専門委員会において，審議を行ってきたものである。 

 

Ⅲ 現状と課題 

 

 １ 障がいの程度が重い児童の保育所等入所状況 

   常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要する児童について

は，原則として，障がい児保育の判定の際に「集団保育困難」と判定さ

れ障がい児保育制度の対象外とされているところであるが，このような

児童についても，保護者，保育所等，主治医等による協議の上で，受入

れ可能と判断された場合には，「中度より重いに準ずる」と判定され，保

育所等（「保育所，認定こども園，小規模保育事業所，家庭的保育事業所

及び事業所内保育事業所」をいう。以下同じ。）への入所が認められるこ

ととなる。 

   「集団保育困難」又は「中度より重いに準ずる」と判定された児童数

は，平成28年４月１日では７人，平成29年４月１日では５人，平成30年

４月１日では７人であり，そのうち入所が認められた児童，つまり，「中

度より重いに準ずる」と判定された児童数は，５人，３人，３人となっ

ており，実態として，「集団保育困難」又は「中度より重いに準ずる」と

判定された児童の概ね過半数が「中度より重いに準ずる」として保育所

等に入所することができている。 

   また，「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」，「福岡市障

がいを理由とする差別をなくし障がいのある人もない人も共に生きるま

ちづくり条例」の施行等を踏まえた対応を行っていく必要がある。 

 

 ２ 医療的ケア児について 

   医療的ケア児とは，医学の進歩を背景として，ＮＩＣＵ等に長期入院

した後，引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し，たんの吸引や経管栄

養などの医療的ケアが日常的に必要な障がい児とされており，市は，市

内の医療的ケア児に係る保育ニーズを把握するため，「医療的ケア児に関

する保育ニーズ調査」を実施している。 

   この調査は，医療的ケアを必要とする就学前児童のいる家庭を対象

に，関係機関を通じたアンケート配付方式により実施されており，有効
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回答件数は70件で，この調査の結果，医療的ケア児の保護者の７割が就

労意向を示しており，このうち６割以上が保育所等の利用を希望してい

る。 

   併せて，平成30年度から市立保育所における医療的ケア児保育モデル

事業が実施されており，医療的ケア児を保育所等で受け入れるに当たっ

ての課題や留意点についても，徐々に把握しつつある。 

   また，医療的ケア児については，平成28年に追加された児童福祉法第

56条の６第２項により，関係行政機関や関係する事業所等の連携が求め

られているところであり，同法施行に伴い発せられた国からの通知「医

療的ケア児に関する保健，医療，福祉，教育等の連携の一層の推進につ

いて（平成28年６月３日付府子本第377号）」において，医療的ケア児の

保育ニーズに応えられるよう，看護師等の配置等についての配慮が求め

られているところである。 

 

 ３ 障がい児保育に係る判定制度について 

   障がい児保育に係る判定制度においては，実態としては，どの程度の

保育士の加配を行うか，つまり，「児童が必要とする支援の程度」を判定

しているところであるが，現行制度では，「児童の障がいの程度」につい

て判定することとされている。 

   また，判定基準においては，身体障がい者手帳及び療育手帳の等級に

加えて，個別の判断によることとされているところ，特に低年齢児につ

いては，手帳を取得していないことが多く，個別の判断による部分が多

いため，判定基準が一般の保護者から見てわかりにくい面がある。 

 

 ４ 障がい児保育制度の名称について 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ その他 

   現状，障がいの程度が重い児童や医療的ケア児は，児童発達支援事業

や日中一時支援事業等を利用しているところであるが，これらの事業

は，それぞれ「療育」や「家族の一時的な休息」などを目的としたもの

となっている。 

 

協議予定 
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   また，前述の国からの通知において，幼稚園においても医療的ケア児

のニーズの把握及びこれを踏まえた対応が重要である旨記載されている

ところであり，これを踏まえた対応を行っていく必要が生じている。 
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Ⅳ 障がい児保育の今後のあり方 

  障がい児保育制度について，これまでの経緯，現状及び課題を踏まえ検

討した結果，以下のとおり，答申案として意見をとりまとめる。 

 

 １ 答申の方向性 

  ⑴ 障がいの程度が重い児童の保育の受け皿について 

    保育所等での保育が可能な範囲においては，保育所等において集団の

中で保育を受ける機会を提供するべきであるし，保育所等での保育が難

しい場合においても，保育所等以外の手法を検討し保育の受け皿を確保

するべきである。 

  ⑵ 医療的ケア児の保育の受け皿について 

    「医療的ケア児に関する保育ニーズ調査」により確認できたニーズ

や，「医療的ケア児保育モデル事業」を通じて把握できた課題等を踏ま

え，医療的ケア児の保育所等での受入れについて，本格的に実施して

いくべきである。 

  ⑶ 障がい児保育に係る判定制度の見直しについて 

    障がい児保育の判定内容は，実態に即して，「児童が必要とする支援

の程度」とすべきである。 

    また，判定基準については，市の説明責任を果たすという観点か

ら，よりわかりやすい基準とすべきである。 

  ⑷ 障がい児保育制度の名称について 

    障がい児保育制度の名称は，「発達支援保育制度 or ？？？に改める

べきである。 

  ⑸ その他の事項について 

    児童発達支援事業や日中一時支援事業等は，趣旨や目的が「保育」

とは異なるものの，これらの利便性の向上を図ることで，結果的に，

保護者の就労等の支援につながると考えられることから，積極的な展

開を図ることが望ましい。 

    また，幼稚園における障がい児や医療的ケア児の受入れの推進につ

いても，これを支援するための施策を検討していくことが望ましい。 
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 すべての障がいをもつ児童（医療的ケアを必要とする児童（以下「医

療的ケア児」という。）を含む。）を対象とすべき。 

① 現行の判定基準において，「軽度」，「中度」，「中度より重い」と判

定されている児童については，従来どおり全保育所等で保育を実施す

べき。 

② 常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要する児童につい

ては，将来的には全保育所等での受入れを視野に，まずは，指定保育

所（公立保育所及び一部の民間保育所等），特定の児童について受入

れを行う民間保育所等で保育を実施すべき。 

③ 医療的ケア児については，指定保育所（公立保育所及び一部の民間

保育所等），特定の児童について受入れを行う民間保育所等において，

看護師を配置することにより保育を実施すべき。 

④ ②及び③に係る児童の保育を実施する保育所等に対しては，必要な

財政的，技術的支援を実施すべき。 

⑤ 医療的ケア児の受入れに当たって必要となる看護師については，指

定保育所で直接雇用する場合における恒常的な配置や，訪問看護ステ

ーションの活用など，安定的な確保に向けて様々な手法を検討すべ

き。 

⑥ ②及び③に係る児童の保護者は，それ以外の保護者に比して，就労

が制限されるなど，保育所等への入所が難しくなる場合があること

や，利用可能な保育所等が限られること等を踏まえ，これらの児童の

円滑な保育所等の利用に向けた方策を検討すべき。 

 ２ 具体的な取組み 

  ⑴ 障がい児保育の対象児童 

 

 

 

 

    障がい児保育のニーズの高まりや，医療的ケア児の保育の受け皿の

確保の必要性，保育現場における保育の実態等を踏まえれば，これま

で障がい児保育制度の対象外とされてきた「常態として保育士と児童

が１対１の個別対応を要する児童」や，看護師配置の必要性から受入

れができなかった「医療的ケア児」についても，障がい児保育の対象

とすることが適当である。 

 

  ⑵ 保育所等における障がい児の受入れ  
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   【①について】 

     常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要しない児童につ

いては，従来どおり，全保育所等で保育を実施すべきである。 

   【②について】 

     常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要する児童につい

ても，全保育所等で保育を実施することが望ましいが，実態とし

て，保育士確保が困難であること，安全な保育を実施するために環

境整備の時間が必要であること，他に多くの障がい児を受け入れて

いる場合など受入態勢の問題が生じる場合があること等を踏まえる

と，仮に全保育所等で実施することとしても，一部の民間保育所等

では即時の受入れが困難となる場合が想定される。 

     このような状況下では，結果的に，受入れが可能な保育所等がわ

かりにくくなってしまい，保護者に過大な労力をかける結果となっ

てしまう。 

     そこで，将来的には全保育所等での受入れを目指し，市の積極的

な働きかけに期待するとともに，まずは，公立保育所及び一部の民

間保育所等で構成する指定保育所，特定の児童に限り受入れを希望

する民間保育所等において保育を実施すべきである。 

   【③について】 

     医療的ケア児の保育所等での受入れに当たっては，基本的に看護

師の配置が必要となるが，全保育所等に看護師を配置することは，

看護師の人材確保や財政的観点から現実的でないことから，公立保

育所及び一部の民間保育所等で構成する指定保育所，特定の児童に

限り受入れを行う民間保育所等において保育を実施すべきである。 

   【④について】 

     財政的支援については，常態として保育士と児童が１対１の個別

対応を要する児童や医療的ケア児を受け入れるに当たって必要とな

る保育士及び看護師を配置するための支援を実施すべきである。 

     技術的支援については，常態として保育士と児童が１対１の個別

対応を要する児童の受入れに当たって必要な研修，指導，助言等の

サポート体制の充実のほか，医療的ケア児を受け入れるに当たって

の配慮事項等を整理したガイドラインの作成，指導医の配置なども

含めた保育現場における医療的ケアの円滑な実施のための体制構築

を図るべきである。 
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① 障がいや疾病等の程度を勘案し集団保育が著しく困難な児童につ

いては，居宅訪問型保育事業等を活用して保育を実施すべき。 

② 医療的ケア児を受け入れる居宅訪問型保育事業についても，保育所

等での保育の場合と同様に，看護師の配置のための支援を実施すべ

き。 

   【⑤について】 

     保育所等で医療的ケアを実施する看護師は，医師不在の状況の中

で医療的ケアを実施できる看護師で，かつ，小児科の経験のある看

護師であることが前提となるが，このような看護師の安定的な確保

には極めて困難が予想される。 

     そこで，安定した雇用の保障という観点に加えて，年度当初に医

療的ケア児の在籍がない場合でも，年度途中の申込に対応する必要

があることなどを踏まえ，指定保育所においては，恒常的に看護師

を配置すべきである。 

     併せて，訪問看護ステーションの活用などについても検討すべき

である。 

   【⑥について】 

     障がいの程度が重い児童や医療的ケア児の保護者は，それ以外の

保護者に比して，育児や医療的ケアに時間と労力を費やすこととな

る場合があり，就労が制限されるなど保育所等への入所が難しくな

る場合も少なくない。 

     また，当分の間は，すべての保育所等でこれらの児童への保育が

実施できるものではないことも踏まえ，新たな障がい児保育制度が

適切に運用されるよう，新たな受け皿の円滑な利用に向けた方策を

検討すべきである。 

 

  ⑶ 保育所等以外における障がい児の受入れ  

 

 

 

 

 

 

 

   【①について】 

     障がいや疾病等の程度を勘案し集団保育が著しく困難な児童，す

なわち，保育士と児童の１対１の個別対応や看護師の配置によって

も保育所等での保育が困難な児童については，居宅訪問型保育事業

等を活用して保育を実施すべきである。 

     なお，居宅訪問型保育事業の実施に当たっては，保育士が児童の

自宅において長時間におよぶ１：１の保育を実施することは，保育

士及び児童双方の負担が非常に大きくなることが想定され，事業の
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① 障がい児保育制度の判定に当たっては，「児童が必要とする支援の

程度」について判定を行うべき。 

② 保育所等における医療的ケア児の受入れについては，あらかじめ，

必要とする医療的ケアの内容による限定は行わず，児童の状況を総合

的に判断することにより判定すべき。 

実現可能性，持続可能性を担保するため，現状，障がいの程度が重

い児童が利用している児童発達支援事業や日中一時支援事業などを

活用した仕組みの創設を検討すべきである。 

   【②について】 

     居宅訪問型保育事業においては，保育士と児童が１：１での対応

により保育を実施することとなるが，看護師を配置する場合，結果

的に２：１での対応となる。 

     しかしながら，医療的ケアを必要とする児童の受入れには看護師

配置が必要であり，保育所等での受入れの場合とのバランスを踏ま

えても，看護師配置のための支援を実施すべきである。 

 

  ⑷ 障がい児保育制度における判定について 

 

 

 

 

 

 

 

   【①について】 

     現行制度上，障がい児保育制度の判定に当たっては，「児童の障が

いの程度」について判定することとなっているが，実態としては，

どの程度の保育士の加配を行うか，つまり，「児童が必要とする支援

の程度」を判定しているところであり，制度上も，実態に即して変

更すべきである。 

   【②について】 

     医療的ケアを実施する看護師に不安を抱かせないという観点から

は，ある程度，保育所等で実施する医療的なケアを限定すべきとい

う考え方もあるが，同じ医療的ケアの内容であっても，児童によっ

て程度が大きく異なることから，医療的ケアの内容により限定する

ことは，過大な利用制限となる可能性がある。 

     また，小学校へ入学する際の円滑な移行という観点も踏まえて，

小学校の場合と同様に，児童の状況を総合的に判断して判定すべき

である。 
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 児童発達支援事業や日中一時支援事業など，障がいの程度が重い児童

等の受け皿となっている事業については，事業の趣旨や目的が「保育」

のそれとは異なるものの，これらの利便性向上を図ることにより，結果

的に，保護者の就労支援等の推進につながることに鑑み，事業相互間の

利用促進も含め，積極的な展開を図るよう努められたい。 

 障がい児保育制度における判定基準について，今回の制度変更を踏ま

えたものとするとともに，よりわかりやすいものとすべき。 

 障がい児保育制度の名称について，「発達支援保育制度 or ？？？

制度」に改めるべき。 

  ⑸ 障がい児保育制度における判定基準について 

 

 

 

 

    常態として保育士と児童が１対１の個別対応を要する児童や医療的

ケア児を保育所等で受け入れるべきこと，障がいや疾病等の程度を勘

案し集団保育が著しく困難な児童について居宅訪問型保育事業等を活

用して保育の受け皿を確保すべきことを踏まえ，これらに係る判定基

準を創設すべきである。 

    あわせて，障がい児や保護者を取り巻く社会情勢の変化などによ

り，障がい児の保育ニーズが高まっていること等を踏まえれば，市の

説明責任を果たすという観点から，よりわかりやすい基準とすべきで

ある。 

    なお，本委員会においても基準について検討しており，別添のとお

り案として示す。 

 

  ⑹ 制度の名称について 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑺ 「保育」以外の関連事項① 

 

 

 

 

 

 

    児童発達支援事業は，障がい児で療育の必要な児童を対象に，日常

生活における基本的な動作の指導などを目的とし，児童の年齢によ

り，週１日から５日までの利用可能なサービスである。 
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 幼稚園においても，障がい児や医療的ケア児の受入れを推進すること

により，これらの児童と障がいのない児童や医療的ケアを必要としない

児童相互の発達が促されることから，幼稚園での受入れを推進するため

の支援を検討されたい。 

    また，日中一時支援事業は，障がい児や知的障がい者を対象に，家

族の一時的な休息を目的とし，月10日の利用が可能なサービスであ

る。 

    一方，保育は，保護者の就労等により保育が必要な児童を対象に，

保育を必要とする児童の保育を目的とするサービスであり，これらの

事業とは趣旨や目的が異なる。 

    しかしながら，これらの事業は，現実的に障がいの程度が重い児童

等の受け皿となっており，これらの利便性の向上を図ることは，結果

的に，保護者の就労支援等の推進につながるものであり，また，保育

の面からも，⑶①に記載のとおり，単独での実施が困難な居宅訪問型

保育事業について，これらの事業との相互利用なくして，事業の実現

可能性，持続可能性が担保できないことを踏まえる必要がある。 

    そこで，児童発達支援事業や日中一時支援事業の利用可能な定員の

増加，児童の状況に応じた利用時間の設定などにより，実際に利用で

きる時間の増加を図るなど，積極的な展開を図るよう努めるべきであ

る。 

 

  ⑻ 「保育」以外の関連事項② 

 

 

 

 

 

 

    実態として，障がいの程度が重い児童や医療的ケア児の保護者は，

それ以外の保護者に比して，育児に時間と労力を費やすこととなる場

合が多く，仮に就労意欲があっても，就労に結びつかない場合も少な

くない。また，幼児教育・保育の無償化の影響により，幼稚園に通わ

せたいと考える保護者が増加することも考えられる。 

    国の考え方としても，改正児童福祉法施行に伴い発せられた「医療

的ケア児に関する保健，医療，福祉，教育等の連携の一層の推進につ

いて」において，幼稚園における医療的ケア児のニーズの把握及びこ

れを踏まえた対応が重要である旨記載されているところである。 

    幼稚園の認可等を所管するのは市ではなく都道府県ではあるもの

の，障がい児や医療的ケア児と，それ以外の園児が交流することで，

双方の発達が促されるのは，保育所等も幼稚園も同じであり，保育所

等におけるこれらの児童の受入れの促進の影響が幼稚園に波及するこ
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とは容易に想像できることを踏まえれば，市においても，県と協議し

つつ，幼稚園教諭や看護師の配置に係る財政的支援や受入れに当たっ

ての技術的支援について検討されたい。  
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Ⅴ まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

次回協議予定 


	鑑・答申（案）
	答申（案）

